
 

 

議案第１９号  

埼玉県内の医療機関における福祉３医療費の現物給付

の実施に伴う関係条例の整備に関する条例  

 （羽生市子ども医療費支給に関する条例の一部改正）  

第１条 羽生市子ども医療費支給に関する条例（昭和４８年条例第１９

号）の一部を次のように改正する｡  

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては

「 改 正 前 部 分 」 と 、 改 正 後 の 欄 に あ っ て は 「 改 正 後 部 分 」 と い

う。）については、次のとおりとする。  

（１）  改正前部分及びそれに対応する改正後部分が存在すると

きは、当該改正前部分を当該改正後部分に改める。  

（２）  改正前部分のみ存在するときは、当該改正前部分を削る。  

（３） 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。
 

改 正 後  改 正 前  

（定義）  （定義）  

第２条 この条例において、次の各号

に掲げる用語の意義は、それぞれ当

該各号に定めるところによる。  

第２条 この条例において、次の各号

に掲げる用語の意義は、それぞれ当

該各号に定めるところによる。  

（１） 子ども 満１５歳に達する

日以後の最初の３月３１日までの

間にある者をいう。  

（１） 子ども 満１５歳に達する

日以後の最初の３月３１日までの

間にある者又は学校教育法（昭和

２２年法律第２６号）第１８条の

規定により就学義務の猶予を受け

ている者であって、同法第１条に

規定する中学校若しくは特別支援

学校の中等部の全課程又は中等教

育学校の前期課程を修了したと認

められた日の属する月の末日まで

の間にあるものをいう。  

（２）・（３） （略）  （２）・（３） （略）  

（４）  医 療 費  国 民 健 康保険法

（昭和３３年法律第１９２号）又

は規則で定める社会保険各法（以

下「社会保険各法」という。）に

規定する医療に係る給付の対象と

（４）  医 療 費  国 民 健 康保険法

（昭和３３年法律第１９２号）又

は規則で定める社会保険各法（以

下「社会保険各法」という。）に

規定する医療に係る給付の対象と



 

 

 

（羽生市重度心身障がい者医療費の支給に関する条例の一部改正）  

第２条 羽生市重度心身障がい者医療費の支給に関する条例（昭和５８

年条例第１号）の一部を次のように改正する｡  

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては

「 改 正 前 部 分 」 と 、 改 正 後 の 欄 に あ っ て は 「 改 正 後 部 分 」 と い

う。）については、次のとおりとする。  

（１）  改正前部分及びそれに対応する改正後部分が存在すると

きは、当該改正前部分を当該改正後部分に改める。  

（２）  改正前部分のみ存在するときは、当該改正前部分を削る。  

なる費用（入院時食事療養費及び

交通事故等により第三者からの賠

償として支払われる医療費に係る

費用を除く。）をいう。  

なる費用（交通事故等により第三

者からの賠償として支払われる医

療費 に係 る費 用 を 除く 。 ） をい

う。  

（５）・（６） （略）  （５）・（６） （略）  

（対象となる子ども）  （対象となる子ども）  

第３条 （略）  第３条 （略）  

２ 前項の規定にかかわらず、対象と

なる子どもが次の各号のいずれかに

該当するときは、対象としない。  

２ 前項の規定にかかわらず、対象と

なる子どもが次の各号のいずれかに

該当するときは、対象としない。  

（１）～（４） （略）  （１）～（４） （略）  

（５） 羽生市ひとり親家庭等の医

療費の支給に関する条例（平成４

年条例第２１号）に基づき医療費

の支給を現に受けているとき。  

 

（支給の方法）  （支給の方法）  

第６条 （略）  第６条 （略）  

２  前 項 の規定にかかわらず、市長

は、対象となる子どもが市長の指定

する保険医療機関等で医療を受けた

とき又は埼玉県内の健康保険法に規

定する保険医療機関等が現物給付を

実施するときは、当該医療に係る子

ども医療費を受給資格者に代わって

当該保険医療機関等に支払うことが

できる。  

２  前 項 の規定にかかわらず、市長

は、対象となる子どもが市長の指定

する保険医療機関等で医療を受けた

ときは、当該医療に係る子ども医療

費を受給資格者に代わって当該保険

医療機関等に支払うことができる。  

３ （略）  ３ （略）  

  



 

 

（３） 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改 正 後  改 正 前  

（医療費助成金）  （医療費助成金）  

第４条 市長は、対象者に係る医療の

一部負担金（第２条第１項第３号に

該当する者が医療法（昭和２３年法

律第２０５号）第７条第２項第１号

に規定する精神病床に入院したとき

の一部負担金を除く。）について、

対象者に医療費助成金を支給するも

のとする。ただし、税の申告を行わ

ないこと等の対象者の責めにより過

分の自己負担金があるときは、その

額については、医療費助成金の対象

としない｡  

第４条 市長は、対象者に係る医療の

一部負担金（第２条第１項第３号に

該当する者が医療法（昭和２３年法

律第２０５号）第７条第２項第１号

に規定する精神病床に入院したとき

の一部負担金を除く。）及び入院時

食事療養標準負担額（対象者のうち

満１５歳に達する日以後における最

初の３月３１日までの入院に係る負

担額に限る。第９条第２項において

同じ。）について、対象者に医療費

助成金を支給するものとする。ただ

し、税の申告を行わないこと等の対

象者の責めにより過分の自己負担金

があるときは、その額については、

医療費助成金の対象としない｡  

 （支給の方法）   （支給の方法）  

第９条 （略）  第９条 （略）  

２  前 項の規定にかかわらず、市長

は、受給者が市長の指定する医療機

関等で医療を受けた場合又は埼玉県

内の医療機関等が現物給付を実施す

る場合には、一部負担金を当該受給

者又はその保護者に代わって当該医

療機関等に支払うことができる。  

２ 前項の規定にかかわらず、市長は

受給者が市長の指定する医療機関等

で医療を受けた場合には、一部負担

金及び入院時食事療養標準負担額を

当該受給者又はその保護者に代わっ

て当該医療機関等に支払うことがで

きる。  

３ （略）  ３ （略）  

  

（羽生市ひとり親家庭等の医療費の支給に関する条例の一部改正）  

第３条 羽生市ひとり親家庭等の医療費の支給に関する条例（平成４

年条例第２１号）の一部を次のように改正する｡  

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては

「 改 正 前 部 分 」 と 、 改 正 後 の 欄 に あ っ て は 「 改 正 後 部 分 」 と い

う。）については、次のとおりとする。  

（１）  改正前部分及びそれに対応する改正後部分が存在すると



 

 

きは、当該改正前部分を当該改正後部分に改める。  

（２）  改正前部分のみ存在するときは、当該改正前部分を削る。  

（３） 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改 正 後  改 正 前  

（用語の定義）  （用語の定義）  

第２条 （略）  第２条 （略）  

２ （略）  ２ （略）  

３  こ の条例において「養育者」と

は、次の各号のいずれかに該当する

児童と同居して、これを監護し、か

つ、その生計を維持する者であっ

て、当該児童の父母並びに児童福祉

法（昭和２２年法律第１６４号）第

６条の３第８項に規定する小規模住

居型児童養育事業を行うもの及び同

法第６条の４に規定する里親（以下

「里親」という。）以外のものをい

う。 

３  こ の条例において「養育者」と

は、次の各号のいずれかに該当する

児童と同居して、これを監護し、か

つ、その生計を維持する者であっ

て、当該児童の父母並びに児童福祉

法（昭和２２年法律第１６４号）第

６条の３第８項に規定する小規模住

居型児童養育事業を行うもの及び同

法第６条の４に規定する里親（以下

「里親」という。）以外のものをい

う。 

（１）・（２） （略）  （１）・（２） （略）  

（３） 次のア又はイのいずれかに

該当する児童 

（３） 次のア又はイのいずれかに

該当する児童 

ア 前項第２号アからオまでのい

ず れ か に 該 当 す る 児 童 で あ っ

て、父が監護しないもの又は父

と生計を同じくしないもの（父

がないものを除く。） 

ア 前項第２号アからオまでのい

ず れ か に 該 当 す る 児 童 で あ っ

て、父が監護しないか、若しく

はこれと生計を同じくしないも

の（父がないものを除く。） 

  イ  （略）    イ  （略）  

４・５ （略）  ４・５ （略）  

６ この条例において「一部負担金」

とは、医療保険各法その他の規定

による医療給付があったときの療

養 に 要 す る 費 用 の 額 か ら 保 険 給

付、入院時食事療養標準負担額、

法令又はそれに準ずる規定による

給付及び保険者が給付する付加給

付を控除した額をいう。  

６ この条例において「一部負担金」

とは、医療保険各法その他の規定に

よる医療給付があったときの療養に

要する費用の額から保険給付、法令

又はそれに準ずる規定による給付及

び保険者が給付する付加給付を控除

した額をいう。  

（支給の範囲）  （支給の範囲）  

第６条 市長は、受給者証の交付を受

けている者（以下「受給者」とい

う。）の一部負担金から次に掲げる

第６条 市長は、受給者証の交付を受

けている者（以下「受給者」とい

う。）の一部負担金から次に掲げる



 
 

 

自己負担金を控除した額（以下「ひ

とり親家庭等医療費」という。）を

支給する。ただし、受給者の責めに

より過分の自己負担金があるとき

は、その額については、ひとり親家

庭等医療費の対象としない。 

自己負担金を控除した額（以下「ひ

とり親家庭等医療費」という。）を

支給する。ただし、受給者の責めに

より過分の自己負担金があるとき

は、その額についてはひとり親家庭

等医療費の対象としない。 

 （１）・（２） （略）   （１）・（２） （略）  

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲

げるものからは、前項各号の自己負

担金を控除しない。  

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲

げるものからは、前項各号の自己負

担金を控除しない。  

（１）～（３） （略）   （１）～（３） （略）  

（４） 対象者のうち満１５歳に達

する日以後の最初の３月３１日ま

での間にある児童に係る一部負担

金  

 

（支給の方法）  （支給の方法）  

第７条 （略）  第７条 （略）  

２  前 項の規定にかかわらず、市長

は、受給者が市長の指定する医療機

関等で医療を受けたとき又は埼玉県

内の健康保険法（大正１１年法律第

７０号）に規定する医療機関等が現

物給付を実施するときは、当該医療

に係るひとり親家庭等医療費を受給

者に代わって当該医療機関等に支払

うことができる。  

２  前 項の規定にかかわらず、市長

は、受給者が市長の指定する医療機

関等で医療を受けたときは、当該医

療に係るひとり親家庭等医療費を受

給者に代わって当該医療機関等に支

払うことができる。  

３ （略）  ３ （略）  

  

   附  則  

 （施行期日）  

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる

規定は、当該各号に定める日から施行する。  

（１） 第１条中羽生市子ども医療費支給に関する条例第２条第４

号及び第６条第２項の改正並びに第２条の規定並びに次項及び附

則第４項の規定 令和４年１０月１日  

（２） 第１条中羽生市子ども医療費支給に関する条例第３条第２

項第５号並びに第３条中羽生市ひとり親家庭等の医療費の支給に



 

 

関する条例第２条第６項及び第７条第２項の改正並びに附則第３

項及び第５項の規定 令和５年１月１日  

 （子ども医療費に関する経過措置）  

２ 第１条の規定による改正後の羽生市子ども医療費支給に関する条

例第２条第４号及び第６条第２項の規定は、令和４年１０月１日以

後の診療に要した医療費の支給について適用し、同日前の診療に要

した医療費の支給については、なお従前の例による。  

３ 第１条の規定による改正後の羽生市子ども医療費支給に関する条

例第３条第２項第５号の規定は、令和５年１月１日以後の診療に要

した医療費の支給について適用し、同日前の診療に要した医療費の

支給については、なお従前の例による。  

 （重度心身障がい者医療費に関する経過措置）  

４ 第２条の規定による改正後の羽生市重度心身障がい者医療費の支

給に関する条例の規定は、令和４年１０月１日以後の診療に要した

医療費の支給について適用し、同日前の診療に要した医療費の支給

については、なお従前の例による。  

 （ひとり親家庭等の医療費に関する経過措置）  

５ 第３条の規定による改正後の羽生市ひとり親家庭等の医療費の支

給に関する条例第２条第６項及び第７条第２項の規定は、令和５年

１月１日以後の診療に要した医療費の支給について適用し、同日前

の診療に要した医療費の支給については、なお従前の例による。  

  令和４年２月２２日提出  

             埼玉県羽生市長 河  田  晃  明     

 


